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ATMX+指数の銘柄入れ替えについて
（2026年4月）

ATMX+銘柄入れ替えについて

ATMX+指数は4月・10月に指数構成銘柄入れ替えを含んだリバランスが行われます。今回1銘柄が新規

に追加・1銘柄が除外となりましたのでご報告いたします。

新規に追加された銘柄はJD.com（京東商城）の1銘柄、除外された銘柄はシャオペン（小鵬汽車、

XPeng）の1銘柄となります。

2026年5月1日

新たに追加された銘柄の紹介

JD.comは北京に本社を置く中国を代表するEコマース（EC）企業の一つです。本指数にも組み入れられ

ているアリババが自社で在庫を持たないモール型のビジネスモデルを採用し、広告収入や出店手数料を主

な収益源としているのに対し、JD.comはAmazonに類似した直販・物流内製型モデルを主軸としていま

す。中国の中華全国工商業連合会が発表する「2025中国民営企業トップ500社ランキング」ではJD.com

は4年連続となる民間企業首位の売上高を誇っており、中国国内の民間企業で唯一の売上高1兆元超えの企

業となっています。

テクノロジーへの投資も積極的に行っており、2016年には、中国農村部で世界初となる商用ドローン配

送サービスを開始したほか、無人倉庫の実用化やコロナ禍での自動配送ロボットの運用など先進的な取り

組みを推進しています。

JD.com（京東商城）

（1兆元）

（出所）ブルームバーグ

（2022年～2027年（予想））

図1_JD.comの売上高推移

（2023年3月末～2026年4月23日）

図2_ JD.com株価推移

（出所）ブルームバーグ

（HKD）
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ATMX＋指数構成銘柄一覧

中国の2026年1-3月期の実質GDP成長率は前年同期比+5.0％と、3四半期ぶりに高い伸びを記録しまし

た。成長の主因は投資の寄与度拡大であり、公共投資を中心とした政府主導の景気下支えがGDPを押し上

げました。政策銀行を通じた資金供給や投資資金の前倒し配分など、機動的な政策対応が奏功したとみら

れます。

民間投資や個人消費の回復はなお緩やかですが、2026年は五カ年計画の初年度に当たり、全人代後の4-

6月期にかけて政府・国営企業による投資加速が見込みやすい局面です。当面、景気の牽引役は官主導が

続く公算が大きいとみられます。また、中国の原油在庫は約100日分と余裕があり、資源価格ショックへ

の耐性も比較的高い状況です。世界経済との連動性低下も、市場の安定要因といえます。

中国株式市場は中東紛争前の水準まで回復しており、相対的に落ち着いた値動きを示しています。エネ

ルギー関連やバイオテク、AI関連株を中心に反発が進展しており、特にAIの実装・活用が評価軸となって

いる点が注目されます。短期的なコスト増懸念は残るものの、収益化への道筋が見え始めた企業が再評価

されつつある局面といえます。

（出所）ブルームバーグより大和アセット作成

※2023年3月末を100として指数化
※ATMX+指数は香港ドルベース、CSI300指数は中国人民元ベース

（2023年3月末～2026年4月23日）
図3_ATMX+指数の推移

足元の状況と今後の見通し

BYD 電気自動車

JD.com ECサイト

SMIC 半導体受託製造

バイドゥ 検索エンジン「百度」

ネットイース オンラインゲーム「荒野行動」

トリップ・ドットコム オンライン旅行サイト「Trip.com」
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ATMX+指数構成企業の選定方法

■Step1
香港証券取引所に上場している「中国企業」の株式を投資対象ユニバースとします。
米国に上場している中国企業のADRは、ユニバースに含みません。

■Step2
Step1銘柄群から、FactSetが策定するRBICS Focusのテクノロジーセクターに該当する銘柄のみを抽出しま
す。

■Step3
Step2銘柄群を、3ヶ月平均出来高でランキング付けし、下位20%の銘柄を除外します。
取引可能期間が選定日から3ヶ月未満の銘柄については、取引開始日からの平均出来高を代替として使用し
ます。

■Step4
Step3銘柄群の①直近1年の売上高成長率と②研究開発費売上高比率（R&Dレシオ）を計算。
①が10%以上、または②が5%以上の銘柄を選定します。

■Step5
Step4銘柄群から、浮動株比率調整後時価総額でランク付けし、上位10銘柄を選定。
また、現在ATMX+指数に組み込まれている銘柄の内、組入割合上位7銘柄については、下記2つの条件をど
ちらも満たした場合、引き続きATMX+指数に組み入れます。
・選定日段階でこれらの銘柄が、浮動株比率調整後時価総額ランキングにおいて、上位20位以内。
・①直近1年の売上高成長率が10%以上、または②過去2年間において研究開発費売上高比率が5%以上。

■Step6
Step4銘柄群の内、前回の選定日の3ヶ月前から今回の選定日までの期間で、香港証券取引所に新規上場し
た銘柄を抽出します。
そしてそれらの銘柄をStep5銘柄群に加えて、浮動株比率調整後時価総額でランキング。上位10銘柄を選定。

■Step7
上記全てのステップを終えて残ったものを等ウエイトで指数に組み入れます。
これでATMX+指数が完成します。
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投資者が直接的に負担する費用

  料率等 費用の内容

購入時手数料
販売会社が別に定める率

〈上限〉2.2％（税抜2.0％）

購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、

取引執行等の対価です。

信託財産留保

額
ありません。

―

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

  料率等 費用の内容

運用管理費用

（信託報酬）

年率0.99％

（税抜0.9％）

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対

して左記の率を乗じて得た額とします。

その他の費用

・

手 数 料

（注）

監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・

オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場

合の費用等を信託財産でご負担いただきます。

基準価額の値動きについて
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的
・日々の基準価額の値動きが FactSet ATMX+指数（配当込み、香港ドルベース）の値動きの 2 倍程度となることをめざします。

ファンドの特色
・日々の基準価額の値動きが FactSet ATMX+指数（配当込み、香港ドルベース）の値動きの 2 倍程度となることをめざして運用を行ないます。
FactSet は、FactSet ATMX+指数の正確性および、または完全性を保証するものではありません。また、その中に含まれるデー
タおよびインデックス使用許諾者は、いかなる誤り、欠落または中断について責任を負うものではありません。FactSet は、イン
デックスの使用許諾者、当ファンドの所有者、または当インデックスまたはそれに含まれるすべてのデータの使用に起因する他の
人物または組織によって得られる結果について、明示的または黙示的に保証されるものではありません。FactSet は、明示的また
は黙示的を問わず、いかなる保証もせず、当インデックスまたはそれに含まれるすべてのデータの商品性、特定の目的または使用
への適合性について、一切の保証を明示的に否認します。これに限定されず、FactSet は、たとえそのような損害の可能性につい
て知らされていたとしても、特別損害、懲罰的損害、間接的損害または派生的損害（逸失利益を含む）に対する責任を一切負うも
のではありません。
FACTSET DOES NOT GUARANTEE THE ACCURACY AND/OR THE COMPLETENESS OF THE FACTSET ATMX+ INDEX OR 
ANY DATA INCLUDED THEREIN AND LICENSOR SHALL HAVE NO LIABILITY FOR ANY ERRORS, OMISSIONS, OR 
INTERRUPTIONS THEREIN. FACTSET MAKES NO WARRANTY, EXPRESS OR IMPLIED, AS TO RESULTS TO BE OBTAINED 
BY LICENSEE, OWNERS OF THE PRODUCT, OR ANY OTHER PERSON OR ENTITY FROM THE USE OF THE FACTSET ATMX+ 
INDEX OR ANY DATA INCLUDED THEREIN. FACTSET MAKES NO EXPRESS OR IMPLIED WARRANTIES, AND EXPRESSLY 
DISCLAIMS ALL WARRANTIES OF MERCHANTABILITY OR FITNESS FOR A PARTICULAR PURPOSE OR USE WITH RESPECT 
TO THE FACTSET ATMX+ INDEX OR ANY DATA INCLUDED THEREIN. WITHOUT LIMITING ANY OF THE FOREGOING, IN 
NO EVENT SHALL FACTSET HAVE ANY LIABILITY FOR ANY SPECIAL, PUNITIVE, INDIRECT, OR CONSEQUENTIAL 
DAMAGES (INCLUDING LOST PROFITS), EVEN IF NOTIFIED OF THE POSSIBILITY OF SUCH DAMAGES.

投資リスク

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので
はなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは
異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。
価格変動リスク･信用リスク
株価の変動

組入資産の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割
込むことがあります。
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。
発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなることもあり
ます。
新興国の証券市場は、先進国の証券市場に比べ、一般に市場規模や取引量が小さく、
流動性が低いことにより本来想定される投資価値とは乖離した価格水準で取引される場
合もあるなど、価格の変動性が大きくなる傾向が考えられます。

価格変動リスク･信用リスク
公社債の価格変動

組入資産の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割
込むことがあります。
公社債の価格は、一般に金利が低下した場合には上昇し、金利が上昇した場合には下
落します。また、公社債の価格は、発行体の信用状況によっても変動します。特に、発行
体が債務不履行を発生させた場合、またはその可能性が予想される場合には、公社債の
価格は下落します。

株価指数先物取引の利用に伴う
リスク

株価指数先物の価格は、対象指数の値動き、先物市場の需給等を反映して変動しま
す。先物を買建てている場合の先物価格の下落により損失が発生し、基準価額が下落す
る要因となり、投資元本を割込むことがあります。また、先物を買建てている場合の株式市
場の下落によって、株式市場の変動率に比べて大きな損失が生じる可能性があります。
なお、対象指数の値動き等に変動がなくても、収益または損失が発生することがあります。

7 / 12



※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

連動債券への投資に伴うリスク 当ファンドが投資対象とする連動債券の発行体は、株価指数を対象としたスワップ取引を
行ないます。スワップ取引の相手方に債務不履行や倒産その他の事態が生じた場合、株
価指数の値動きの 2 倍程度の投資成果を享受することができず、予想外の損失を被る
可能性があります。
当ファンドが投資対象とする連動債券において、連動債券が追加発行されないこととなる
場合および連動債券の早期償還事由が生じた場合は、株価指数の値動きの 2 倍程度
の投資成果を享受することができず、予想外の損失を被る可能性があります。

連動対象の指数に関するリスク 当ファンドが連動対象とする FactSet ATMX+指数（配当込み、香港ドルベース）におい
ては、一銘柄当たりの組入比率が高くなる傾向および特定の分野に関連する銘柄を組み
入れる傾向があります。したがって、より多数の銘柄や幅広い分野に関連する銘柄に分散
投資した場合に比べて基準価額の変動が大きくなる可能性があります。
当ファンドは、日々の基準価額の値動きが FactSet ATMX+指数（配当込み、香港ドル
ベース）の値動きの 2 倍程度となることをめざして、純資産規模を上回る投資を行なうこと
から、投資対象の市場における値動きに比べて大きな損失が生じる可能性があります。

為替変動リスク 為替変動リスクの低減を図ります。ただし、為替変動リスクを完全に排除できるものではあり
ません。
為替ヘッジを行なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときには、金利
差相当分がコストとなり、需給要因等によっては、さらにコストが拡大することもあります。
特に、新興国の為替レートは短期間に大幅に変動することがあり、先進国と比較して、相
対的に高い為替変動リスクがあります。

カントリー・リスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、ま
たは取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
方針に沿った運用が困難となることがあります。
新興国・地域への投資には、先進国と比べて大きなカントリー・リスクが伴います。
中国への投資には、政策の変更等により株式市場や為替市場に及ぼす影響が先進国以
上に大きいものになることが考えられます。

その他 解約資金を手当てするため組入証券を売却する際、市場規模や市場動向によっては市
場実勢を押下げ、当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、基準価
額が下落する要因となります。
また、連動債券の値付業者の財務状況が著しく悪化した場合などには、当該債券の流動
性が著しく低下する可能性があり、その影響により、当ファンドの基準価額が下落する可能
性があります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変

した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金
のお支払いが遅延する可能性があります。

●レバレッジ運用を行なう先物取引や連動債券への投資においては、一般に借入金利に相当する負担があります。そのため、長期に保
有する場合、金利負担が累積されます。

●レバレッジ倍率に比した高リスク商品であり、初心者向けの商品ではありません。長期に保有する場合、対象資産の値動きに比べて基
準価額が大幅に値下がりすることがあるため、そのことについてご理解いただける方に適しています。

●当ファンドは、忠実義務に基づき、投資する債券について、その価格が入手できない、または入手した価格で評価すべきでないと考える
場合には、適正と判断する直近の日の価格など当社が時価と認める価格で評価することがあります。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの費用
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

お申込みメモ

購入単位 最低単位を 1 円単位または 1 口単位として販売会社が定める単位
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
購入代金 販売会社が定める期日までにお支払い下さい。
換金単位 最低単位を 1 口単位として販売会社が定める単位
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
換金代金 原則として換金申込受付日から起算して 5 営業日目からお支払いします。
申込受付中止日 ① 香港証券取引所の休業日

②「委託会社の休業日でありかつ香港証券取引所の休業日でない日」の前営業日
③ ①②のほか、一部解約金の支払い等に支障を来すおそれがあるとして委託会社が定める日
（注）申込受付中止日は、販売会社または委託会社にお問合わせ下さい。

申込締切時間 午後 1 時まで（販売会社所定の事務手続きが完了したもの）
換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行なうために大口の換金申込みには制限があります。
購入・換金申込受付
の中止および取消し

● 次に該当する場合には、委託会社の判断で、購入、換金の受付けを中止または取消しにすることがあり
ます。
・株価指数先物取引のうち主として取引を行なうものについて、当該先物取引にかかる金融商品取引所等
における当日の立会が行なわれないときもしくは停止されたとき。
・株価指数先物取引のうち主として取引を行なうものについて、当該先物取引にかかる金融商品取引所等
における当日の立会終了時の当該先物取引の呼値が当該金融商品取引所等が定める呼値の値幅の限
度の値段とされる等やむを得ない事情が発生したことから、当ファンドの当該先物取引にかかる呼値の取引
数量の全部もしくは一部についてその取引が成立しないとき。
● 金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が発生した場
合には、購入、換金の申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた購入、換金の申込みを取消すことが
あります。

繰上償還 次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託契約
を解約し、信託を終了（繰上償還）できます。
●受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
●FactSet ATMX+指数（配当込み）が改廃された場合
●信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
●やむを得ない事情が発生したとき

収益分配 年 1 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。なお、お取扱い可能なコ
ースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ下さい。

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に NISA（少額投資非課税制度）の適用対
象となります。
当ファンドは、NISA の対象ではありません。 
※税法が改正された場合等には変更される場合があります。
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Material Collection
段落番号・箇条書き テキストボックス

Material Collection
表・グラフ・画像用素材

ディスクレーマー テキストボックス

出所 テキストボックス

表 サンプル

小見出し テキストボックス

図・グラフエリア
コンテンツエリア

0.6 0.68.8 8.87.07.0

あいさつ文用テキストボックス（上余白0.7）

12.7

11.4

当資料のお取扱いにおけるご注意
n当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。

n当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

n投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。

n投資信託は預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。

n当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許
諾者に帰属します。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。

n当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証する
ものではありません。

n同じ銘柄名が複数表示される場合、同一銘柄名であっても市場や通貨等が異なる場合があります。ま
た、銘柄名称が長い場合、名称の一部が表記されない場合があります。

n分配金は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配金が支払われない場合もあります。

（出所）テキストテキスト

（出所）テキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

表・グラフタイトルテキスト

表・グラフタイトルテキスト

表・グラフタイトルテキスト

（出所）テキストテキスト
※ディスクレーマーテキストテキスト

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキストテキスト テキストテキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキストテキスト テキストテキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

小見出しテキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

（出所）テキストテキスト

1. 箇条書きテキストテキスト

2. 箇条書きテキストテキスト　…

• 箇条書きテキストテキスト

• 箇条書きテキストテキスト　…

URL https://www.daiwa-am.co.jp/
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社ＳＢＩ新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社ＳＢＩ証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

2026年4月30日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

iFreeレバレッジ ATMX+

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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